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【目的】都道府県医療費適正化計画は，生活習慣病対策により外来医療費を，療養病床の削減により主に高齢者の入院医療費の削減を目的とし，2015年度までに給付費(医療費の約８割)で約2兆円の削減効果を目論んでいる。しかしながら，2008～2012年度の5年間の一期計画では，基本方針により生活習慣病対策の医療費効果は見込まないとされ，療養病床削減による効果しか見込まれなくなった。所期の目標が達成されるか評価するため出揃った各都道府県計画の医療費見通しを評価した。

【方法】千葉，新潟，奈良，長崎，沖縄を除く全県の計画を入手し，医療費見通しと2012年度での削減効果を%に換算して比較評価した。なお東京都のみは，期間中の医療費の見通しを示しておらず，療養病床数の目標値も唯一8246床の増を見込んでいた。
【結果】削減効果が最も大きかったのは高知県で総医療費(入院＋外来＋歯＋調剤)の削減率(適正化を行なわなかった場合の見込み額に対する削減額の%)は5.8%だった。次いで，鹿児島，佐賀，福岡が5%を超えた。反面最も小さかったのは長野県でほぼゼロ%であった。41道府県合わせた総医療費に対する削減効果は2.3%であった(2012年度41道府県の医療費32兆円に対して7266億円の削減)。
【考察】療養病床削減による医療費削減は相当あるが，これのみでは2015年度の給付費2兆円(医療費2.5兆円)削減目標は困難と思われる。もうひとつの生活習慣病の医療費削減効果は第一期計画では見込まず「2015年度で外来医療費の1%，入院医療費の0.5%(基本方針)」程度の効果とされる。これによると歯科や調剤も含む総医療費に対する削減効果はコンマ以下の%であり，療養病床で見込まれる総医療費に対する2.3%削減効果よりはるかに低い。

【結論】療養病床による医療費削減効果は病床削減が完了した時点で頭うちとなる。生活習慣病対策は長期的には効果をもたらすと考えられるが10～20年という長期スパンであり，2015年度で給付2兆円という削減目標達成には間にあわない。それゆえ，保健指導という健康者に対する保健指導(一次予防)だけではなく，既に糖尿病を発症している患者に対して，合併症(糖尿病性腎症や網膜症等)への進行を防止する疾病管理(三次予防)などの新たな手段をすみやかに検討すべきと考えられる。当面は，2010年度の進捗状況(中間)評価を確実に行い，必要に応じて療養病床転換遂行のための「伝家の宝刀」である「診療報酬に関する意見(高齢者医療確保法第13条)」を都道府県が提出できるよう見込まれた医療費削減効果があがっているかを正確に検証することが必要である。
